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です が 、その一環 と して昭和44年 に米国 に産業 予測調査団を派遣 した時 に 、
出会い ま してね 。
【塚本 】どのよ うな出会 いですか 。
【白根 〕調査 団は様 々な ところを訪問 した んですが 、その 中で 、ニ ューヨークの未来研究所 という
のが例のデル フ ァイ法 を使 って様々な未来予測を していて 、そ こに行 った時 に、その場で 、米 国で
【塚本第2調 査研究 グル ープ総括】 本 日は、お忙 しいところお時間
をいただ きま してあ りが とうご ざい ます 。は じめ に、先生 は 、科学
技術政策研究所が現在実施 している技術予測調査 に関 して 、これを
科学技術庁が始めた頃か らず っとお 世話いただいている ところです
が 、この調査を始める きっかけ等 について 、お話 しいただけ ませ ん
か 。
【白根】 き っか け とい うほどで もあ りませんが 、実は 、かつて私は
(社)科学技術 と経済の会の初 代事 務局長 として、科学技術が今後
の社会 に与える影 響等 について検討す る仕事 を していた時 があるん
「技術予測調査 」に
行 ったの と同 じ設問 を調査団の人達 に対 して させ られたんです 。これが印象
的な結果で して 、設問 は確か 「将来 、2000年ぐらい までの間 に、ホ ームカ ァ
クシ ミリが果た して どの くらい普及す るのか しないのか」 とい う内容で した
が 、結果が出て きてび っ くりしたんです 。日本の調査団の回答結果 では 、1
戸 に1台 とは言わない まで も、個人事務所 も含めてフ ァクシミ リが相 当に普
及す るだ ろうとい うことで した 。これ に対 して 、米国の方は まだ普 及 しない
といい ますか 、特 に家庭等 にフ ァクシ ミリが入る ことは まず考 え られない と




い う結果だ ったんです 。アルフ ァベ ッ トの国 と漢字仮 名ま じりの国 との差 も考慮 しなけれ ばな りま
せんが 、それで もなお 、日本人が全 般 に技術 とい うものに対 して前 向 きで、ア クテ ィブな予測 をす
るの に対 し、米国人は どち らか とい うと冷静 だな と思 いま した 。なるほど 日米 というのは こん なに
差があるのか とい うことを感 じた し、デル フ.アイ予測 ってなか なかお も しろいな とも思い ま した。
【塚本】 日本の予測 はか な り当た っていたわけですね 。それ に して も、日米 の比較結果 は大変興 味
深 く思 い ます 。現 在 、科学 技術政策研究所で は、 日独 間の技術予測 の比較調査 を してお りま して 、
そ こで も両国の文化 的背景等 の違 いが指摘 されて います 。
【白根】国際的 な広が りを持 った調査 とな り、大変結 構な ことだ と思い ます 。
(塚本】 さて 、科学技術 政策研究所 も発足後5年 余 りが経過 しましたが 、この間 、先生 には、い く
つもの調査や 国際 シ ンポジウム等 において様 々な点でお世話 になってお ります 。
〔白根 】5年 もたち ましたか 。多 くの仕事 を されて きましたね 。
(塚本〕今 後の科学 技術政策 研究所 に対す る期待 をお 聞かせ いただ けませんか 。
【白根 】国 レベ ルでの戦略 を持たなければな らない時代だ と思 います 。それが1つ は科学技術会議
とい う形であ ると思 うのですが 、その科学技術会議 が十 分 に機 能す るためには 、や は りしっか りし
た情報 を供給 し、分析 もで きる政策研 とい うのが 絶対 必要 なわけです 。その意味 で、ものす ご く大
事な存在だ と思い ます 。
【塚本〕話 は変わ りますが 、先生 は未来学会の理事 もされていて 、科学技術 、と りわけ情報 化 の将
来ビジ ョンに関す る仕 事 にも携わ ってお られ ますが 、今後 の技術 の進む展開方 向につ いては どうお
考えで しょうか。
【白根】今 、科学技術は大 きな転換期 に来 ている と思 うんです 。特 に僕の専 門の情報 分野 にお いて
は大 きな変化 が押 し寄せ てい ます 。今 までの大型計算機 を中心 とした情報 システムの時代か ら、最
終ユ ーザ ーに一番近 い ところで問題 を とらえ 、システム を機能 させてい くとい う考え方に変わ って
きています 。例 えば企業活動 な ら、様 々な分野の人が部門別で はな く部門を超えた情報 の共有 化を
図 っていか ない と今後 の競争 には とて も対応で きな くな るで しょう。ただ 、日本 の場合 、生産 シス
テ ムや金融 システムの情報化 にいち早 く成功 した ものですか ら、逆 に転換 を させ にくくしている傾
向が あ ります 。この ような戦略転換 は、今 、米国が一番進んでい ます。過去 の情報 システ ムを大胆
に捨てて 、パ ソコン、ワー クステ ーシ ョンをネ ッ トワ ークで結 んでデ ータベ ースの共有化 を図 って
います 。いずれ 、日本 もそ うなると思 うんです 。パソ コンや ワ ープ ロが今 までで 言えば鉛筆や ボー
ルペ ンに当た るとい うように考えない と、取 り残 される とい う感 じになるわ けです 。全 く違 う リテ
ラシー(読 み書 きの能力)が そ こに展開 される 。
【塚本 〕一般家庭で はいかが なもので しょうか 。情報化は 。
【白根 】家庭で は、パ ソコ ンに向か ってパ ラパ ラや る とい うイメージではない と僕は思い ます よ 。
ただ 、家庭では 、多チ ャンネル化 と映像革 命 とい うのが大 きな変化 をもたら しますよね 。衛星 は使
え る、光 フ ァイバ ーは使 える とな って くる と様変 わ りしてい く。例 えば、いつで も好 きな時 に見た
い映画 を見れる時代 になるわけです よ。チ ャンネルが 沢山あ り、時 間をず ら して同 じ映画 を映せば
いつで も見れるで しょう。ヒ ッ トした映画 だ った ら15分 お きに多チ ャンネルで流せばいいわけで
す 。また 、あたか も本物 を見ているよ うな 、鮮やか な画面 になる。カラーの映像 を安 く供給で きる
とい うこ とは 、例 えば フ ァッシ ョン等の流通業 に対 して、大 きな革命 をもた らすか も しれ ません 。
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【塚本】情 報化 とい って も、まだ まだ これか らが 本番 とい うこ とです ね。一般 の人々の リテラシー
を変 える ぐらいの革命が起 ころうと して いるわけですか ら。
【白根 】新 社会資本で情報 インフラへ投 資 しよ うと昨 今言われてい ます 。これまでは鉄鋼や電 力、
交通 システム を中心 と して社会が近代化 して きたわけです が 、情報 がその役割において大 きく展開
して くる と思 うんです よ。
【塚本 】 ところで、昨年末 に発表 され た 「科学技術 白書」で は 、若者の科学技術離れの傾 向が指摘
されてい ます 。日本の将来 を担 う若 者が科学技術離 れをす る と、将来 の国民 の科学技術 に対す る関
心低下が懸念 され るわけなんですが 、先 生はかつて電 気通 信科学館長 として もご活躍 され た経験等
か ら、どうお考えで しょうか 。
〔白根】難 しいこ とをや さ しく教 えることに 自分の情熱 を傾け るよ うな人が 、あ ま り育 ってな いで
すよね。専 門家は専門家の中で閉 じこもっている 。大学で学生 を教 えてみて もそ う思 いますが 、視
点を変えて具 体的 に話 してい くと、目を輝かせ ます し、興 味を持 ちます よ。
【塚本】教育者 、科学者 、研究者の役割が大 きい とい うことですか 。
〔白根】学者や研究者だけの役割ではな くて 、科 学 とか技術 に興味や知識を持 ち 、一般 の人達 にや
さしく伝 えてい く人達 をた くさん育 てなけれ ばいけない。学校教育だけでな く、社会教育 とい うの
を もっとよ くしなけれ ばな らないと思 います 。欧米で は立派 な博物館や科学館が数多 くあ り、そ こ
で働 く学芸 員 とい うのが非 常にステ ータスの高い仕事 になって いる。例えば 、学 芸員 にな るため に
は科学館等で修士課程 の長期実習 を しな くてはな らな いということにな ってい ます 。











1.最 近 の 動 き/CurrentTopics
○研 究会等/ResearchMeetings
・ 「海洋 エネルギー利 用技術 の社会普及 に関す る研究会」 の第6回 会合 を1月17日 に開催 した。
この研究会 は 「社会 系科学技術 の開発 ・普及 のあ り方 に関す る研究」 の1ワ ーキ ング として位
置付け られている ものである 。社会 的課題 に係わ る 、特 に開発 ・普及 の進 まない、また は遅 れて
いる 自然 エネルギー利 用技術 の一つ である海洋温度差発電 を事例 として、地域 開発 コ ンセプ トに
基づ き未利用 ・自然エ ネルギーの複 合化 、深層水の有効利用 などにつ いて フ ィージビ リテ ィス タ
デ ィーを行 った。また 、社会普及 の方策 につ いて検討が なされ た。
・ 「社会 系科学技術 の開発 ・普及 のあ り方 に関す る研究会」 の第3回 会合 を1月24日 に開催 し
た。
この研究会 は 自然エ ネル ギー 、環境や福祉 など将来 の安全 ・保 障の確保 に係わ る科学技術 を
「社会 系科学技術」 と呼び、特 に開発 ・普及 の遅れ ている、進 まない科学技術 にスポ ッ トを当て 、
事例研究 を通 してその開発 ・普及 を阻害 して いる要 因の構造 的把握 とそれ に基づ く開発 ・普及施
策の体系 的な提示 を行お うとす るもので ある。
・平成7年2月 に姫路市 内で開催 を予定 して いる第2回 地域科学技術政策研究国際 ワー クシ ョッ
プ の第1回 プ ログラム企画委員会(委 員長:権 田総括主任研究官)が1月26日 に当研究所 にお
いて開催 され 、これ までの経緯 、ワー クシ ョップの開催 、今後の進め方 について検討 された 。
・ 「日独技術予測調査委員会」の第1回 会合 を1月28Elに 開催 した 。この委員会は 、技術予測
調査の新手法開発 、日独科学技術の比較分析 、デル フ ァイ法 によ る技術予測の国際的な検証の実
施等 につ いて検討す るものであ る。
・ 「科学技・術が人間 ・社会 に及ぼす影響 に関す る調査委員会」の第3回 会合を1月31日 に開催
した 。この委員会 は、科学技術会議の第18号 答 申を踏 まえ 、人間 ・社会 にとって望 ま しい科学
技術の展開方 向を明らか にす るための基礎資料 を得 ることを 目的 と してお り、今回は 、昨年 末 に




○ 主 要 来 訪 者 一 覧/ForeignVisitorstoNISTEP
1/18(火)Prof.KongDeyong(中国 科 学 技 術 促 進 発 展 研究 中心 所 長)
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ll.レポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport






本報 告は変動す る環境で組織が 自らの地位 を支えるため に必要 、適切 な知識を如何 に して創造す
るか について考察 を行 う。知識創造のモー ド[第1図]を 集団 、組織 、組織 間 に拡張 し組織 的知識
創造の ダイナ ミック ・モデル[第2図]を 構築 し事例 を用いて このモデルが どの様 に実際 の組織 と
関わ りを持つか を検証す る。この検証 は 日本企業 の事例 に基づ いてお り、ここで係 わるビ ジネス慣
習が西洋で用い るアプローチ と異 なる ことにも注 意が要る 。もともと、日本 と西洋のビジネス慣習
には多 くの相違があ り、極 めて環境 に固有 の ものであ り結果 として容易 には国家 的な環境 の間で互
換 性を得 る ことがで きない 。 しか しなが ら、知識 創造 とい う点 では人間の相互作用 のよ り基 本的な
レベル で働 くよ うな一般的原理を含 んでいる 。実 際 に、知識創造 の多 くの面が 日本や西洋 の システ
ムが直接 の インタフ ェースを持つ地球 規模 の次元 の広 が りを包摂 している。ビジネス関係 の文 化的
な側面 は このよ うなイ ンタフ ェースを挟んで変化す るが 、相互 に作用す るコ ミュニテ ィは システム
内部に も異 なる システム間 にも見出 し得る。その結果 として 、本報告 の主題 は 日本 のビジネス慣 習
を超えて汎 用性 を有 する 。
本報告 は理論 的フ レームワー ク、ケース ・ス タデ ィ、及 び結論 の三部 の構成か らなる。第1部 は
技 術革新 における知識 の役割 を考察 し次に組織 的知識創造 のモデル の構築 を行う。この論理 は野 中
(1993)、 野 中及び竹 内(1994)に よる組織 的知識創造 の原理か ら展開 される。知識 創造
[第1図]は 暗黙知(ノ ウハ ウ 、体験 等の言語で表現 できない知識)の 形式知(言 語で表現 で きる
知識)へ の表 出化 、形 式知 の暗黙知へ の内面化 、暗黙知 の他者 との共 同化 、形式知 の他者 との結合
化 か ら成 り、個 人、集 団 、組織 、組織 間とスパ イラル に拡大 され組織的知識創造[第2図]を 得 る。
このモデ ルは知識 創造 にお ける ミ ドル ・マネジメ ン トによ って演 じられ る重要 な役割 、垂直組織
を横断的 に結合 し知識 資源 を活用す る役割 、に焦点 をあわせ る。これは トップ ダウ ン及び ボ トムア
ップのマ ネジメ ン トの伝統 的概念 と対 比 して 「ミ ドル ア ップ ダウン ・マ ネジメン ト」 と呼ばれ る。
第2部のケーススタディは戦略を実施するにあたって新たな、より有益な手段を得る上で知識創
造の原理が如何に創造性を増すように使い得るか、知識創造の三つの異なる角度に注目し例示する。
まず 、キ ャノ ンの 「ミニ ・コピア」 の開発 の事例 は、成熟 した製品が新 しい市場 を獲得す るため
にどの様 に再生 し得 るか を例示 し、同時 に、多 角化で の 「過去 の失敗か ら学ぶ」会社の能力 こそが
カメラ及び光学技術 の既成 の知識ベー スか らさ らなる多角化 に向けて有効な行動への起動力 をもた
らした こ とを教 える。飽和状態 の市場 にお いて 、キ ャノンはコピー機 を大衆化 させ ることで新 たな





















個人 集団 組織 組織間
組織 を横断するブ レー ンス トー ミング ・チームが故障の元凶の ドラムを使 い捨 て とす るブ レイ クス
ルー を生み出 し、実現のため タス ク ・フ ォーースが大規模 に編成 され組織 的知識創造 の もとに ミニ ・












第3の 事例は 、ライバル企業か ら研 究者 を集めた通産省の 「第5世 代 コンピ ュー タ」プ ロジ ェク
ト(ICOT)で あ り、前競争的な基 礎研究を指向 し、参 加企業 の商業 的利益 の範 囲外 に もある こ
の様な先端的プ ロジ ェク トにおいて 、共 通のビジ ョンを 「共有 」す る とい うコンセプ トが 、このよ
うな時限的組織でよそ もの同士が果た して知識 を創造で きるのか とい う懸念 を克服す る上 で 、どの
様 に用い得 るか を興 味深 く例示する 。す なわち 、知 識の有 効な共有 と創造 に必要 な信頼 レベル を築
くには 、プ ロジ ェク トへの忠誠 と会社 の利害 との間の葛藤 を克服 し得 るメカニズ ムを用 いる必要が
あ るが 、ICOTは 所属組織 の異なる百会名の研究 者を大部屋 に配 置 し積極 的に 日常的 な交流 をは
か り組織 の一体化 と知識 の共 有化 を進 めた。暗黙 知の共 同化 は数 々の障害 に見舞われたが 、ひ とた
び達成す る と形 式知 の結 合化等 の他のモー ドは意外 に も容易 に行われ たと言 う。
第3部 の結 論 で は 、有 効 な知 識 創 造 の 構 築 を支 え る ため に ミ ドル ・マ ネジ メ ン トによ り克 服 され
ね ば な らな い課 題 を体 現 す る組 織 モ デ ル を 、 コ ン ピ ュー タ機 能 との アナ ロジ ー を 用 い て 、 「ハ イパ
ー テ キ ス ト∫(ユ ー ザ ・フ レ ン ドリー な イ ンタ フ ェー ス を介 して 大 量 の デ ー タを 多 くの異 な る角 度
か らユ ーザ が 探 索 、比 較 、対 比 す る こ とを可 能 とす る アー キ テ クチ ャー)組 織 と して 提示 す る 。 こ
れ は環 境 の 変 化 に機 動 的 に応 答 し競 争 力 を改 善 す る と い う トップ の ニ ー ズ に応 え る た め に組織 と知
識 創 造 と を結 合 す る メ カニ ズ ムで あ る 。 この 点 で 、例 えば 、非 ヒエ ラル キ ー型 の 、 自己組 織 的 な チ
ー ム は 、暗 黙 知 の 「共 同 化 」 及 び 「表 出 化 」 に優 れ 、活 発 な 検 索 手順 を 通 して基 礎 的 な新 知 識 を生
成 す る こ と に極 め て 適 合 して い る 。
(なお 、英 文 か らの 本 要 約 は 第 一 研 究 グル ー プ主 任 研 究 官米 沢 克 雄 が 作成 した)










(ドイツ 、技術 予測 にかか る意 見交換等)




・調査研究資料:講演録44 半 導体製造装置ステ ッパ の開発 吉 田庄一郎((株)ニ コ ン副社長)






・調査研究資料:調 査資料一34日 本企業 におけ る知の創造:競 争優位の次元(英 文)
第1研 究 グループ 野中 郁次郎 、テ ィム ・レイ
○外部発表
・第10回 エ ネルギー システム ・経 済 コンフ ァレンス(エ ネルギー ・資源学会)(i月27～28日)
ア ジア地域 のエネルギー利用 と地球環 境影響物質(SOx、NOx、CO2)排 出量 の将来 予
測 《第4調 査 研究 グループ上席研究 官五藤 隆彦》
アフガニス タン ・パ キス タン以東 のアジア全域を対象 として 、2000年 、2010年 におけ
るエネル ギー消費量 と、それ に伴 うSOx、NOx、CO2排 出量の将来 予測 を行 った結果(N
ISTEPレ ポ一一トNo.27)に ついて 、その手 法及 び結果 の概要 を発表 した。予測 に際 して
は 、エネルギー利用で2形 態(省 エ ネ有 り、無 し)、 環境対 策で3形 態(現 状 の環境対策で 固定 、
各国国情 に応 じた対策が普 及 、日本並 の環境対 策を実施)を 組 み合わせ た5ケ ースのシナ リオを
設定 している 。この結 果 、何 も対策 を講 じない場 合 には 、2010年 にはエ ネル ギー消 費量 は
1987年 の2.4倍 、SOx、NOx、CO2排 出量 は2.1か ら2.3倍 まで増加す る こと、





編集 ・発行 科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所 「政 策 研 ニ ュ ー ス 」 編 集 委 員 会
(担当:情 報 シ ス テ ム 課)
〒100東 京 都 千 代 田 区 永 田 町H1-39電 話03(3581)2391
NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
l-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
PHONE:03(3581)2391FAX:03(3503)3996
一8一
